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 Ⅴ　自己資本の充実の状況（単体）

１．自己資本の状況

◆自己資本比率の状況
　当会では、多様化するリスクに対応するとともに、会員や利用者のニーズに応えるため、財
務基盤の強化を経営の重要課題として取組んでおり、令和８年３月末における自己資本比率は、
15.29％となりました。

◆経営の健全性の確保と自己資本の充実
　当会の自己資本は会員からの普通出資金のほか、後配出資金により調達しています。

普通出資金
項　目 内　容

発行主体 滋賀県信用農業協同組合連合会
資金調達手段の種類 普通出資金
コア資本に係る基礎項目に算入した額 125億円（前年度 125億円）

後配出資金
項　目 内　容

発行主体 滋賀県信用農業協同組合連合会
資金調達手段の種類 後配出資金
コア資本に係る基礎項目に算入した額 282億円（前年度 282億円）

　自己資本比率の算出にあたっては、「自己資本比率算出要領」及び「自己資本比率算出事務手続」
を制定し、適正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出しています。また、これに基づき、
当会における信用リスクや市場リスク、オペレーショナル・リスクに対応した十分な自己資本
の維持に努めています。
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（１）単体自己資本の構成� （単位：百万円）

項　　目 令和６年度 令和７年度
コア資本に係る基礎項目
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員資本の額 75,953 76,555
うち、出資金及び資本準備金の額 40,771 40,771
うち、再評価積立金の額 － －
うち、利益剰余金の額 36,645 37,147
うち、外部流出予定額（△） 1,463 1,363
うち、上記以外に該当するものの額 － －
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 3,334 3,395
うち、一般貸倒引当金及び相互援助積立金コア資本算入額 3,334 3,395
うち、適格引当金コア資本算入額 － －
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のう
ち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

コア資本に係る基礎項目の額　（イ） 79,287 79,950
コア資本に係る調整項目
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 7 17
うち、のれんに係るものの額 － －
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 7 17
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 － －
適格引当金不足額 － －
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －
前払年金費用の額 － －
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － －
特定項目に係る 10パーセント基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －
特定項目に係る 15パーセント基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －
コア資本に係る調整項目の額　（ロ） 7 17
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））　（ハ） 79,280 79,933
リスク・アセット等
信用リスク・アセットの額の合計額 507,772 515,186
うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置
を用いて算出したリスク・アセットの額から経過措置を用いずに算出したリスク・
アセットの額を控除した額（△）

－ －

マーケット・リスク相当額の合計額を 8パーセントで除して得た額 － －
勘定間の振替分 － －
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 8パーセントで除して得た額 7,382 7,313
資本フロア調整額 － －
リスク・アセット等の額の合計額　（ニ） 515,155 522,500
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 15.38% 15.29%

（注）	 １．	農協法第 11条の 2第 1項第 1号の規定に基づく組合の経営の健全性を判断するための基準に係る算式に基づき算出しています。なお、当会は国内
基準を採用しています。

	 ２．	当会は、信用リスク・アセット額の算出にあたっては標準的手法を、適格金融資産担保の適用については信用リスク削減手法の簡便手法を、オペレーショ
ナル・リスク相当額にあたっては標準的計測手法で算出しており、算出に使用する ILMについては、告示第 250条第 1項第 3号に基づき「1」を使
用しています。
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（２）自己資本の充実度に関する事項

信用リスク・アセットの額および信用リスクに対する所要自己資本の額ならびに区分ごとの内訳�（単位：百万円）
令和６年度 令和７年度

エクスポージャーの
期末残高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

エクスポージャーの
期末残高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

現金 2,818 － － 2,432 － －
我が国の中央政府及び中央銀行向け 301,491 － － 234,740 － －
外国の中央政府及び中央銀行向け 2,618 － － － － －
国際決済銀行等向け － － － － － －
我が国の地方公共団体向け 34,714 － － 36,745 － －
外国の中央政府等以外の公共部門向け － － － － － －
国際開発銀行向け － － － － － －
地方公共団体金融機構向け 1,802 180 ７ 2,705 270 10
我が国の政府関係機関向け 1,200 120 ４ 1,200 120 4
地方三公社向け － － － － － －
金融機関、第一種金融商品取引業
者及び保険会社向け 905,123 182,401 7,296 949,533 191,116 7,644

（うち第一種金融商品取引業者
および保険会社向け ) 83,362 17,348 693 84,124 17,824 712

カバード・ボンド向け － － － － － －
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。） 295,177 43,661 1,746 251,479 38,209 1,528
（うち特定貸付債権向け ) － － － － － －
中堅中小企業等向けおよび個人向け 6,448 5,318 212 6,745 5,520 220
（うちトランザクター向け ) － － － － － －
不動産関連向け 474 201 ８ 435 160 6
（うち自己居住用不動産等向け ) 244 45 １ 223 40 1
（うち賃貸用不動産向け ) 229 156 ６ 212 120 4
（うち事業用不動産関連向け ) － － － － － －
（うちその他不動産関連向け ) － － － － － －
（うちADC向け ) － － － － － －
劣後債権及びその他資本性証券等 － － － － － －
延滞等向け（自己居住用不動産等
向けを除く。） ２ ４ ０ 2 3 0
自己居住用不動産等向けエクス
ポージャーに係る延滞 － － － － － －
取立未済手形 ３ ０ ０ 2 0 0
信用保証協会等による保証付 100 10 ０ 100 10 0
株式会社地域経済活性化支援機構
等による保証付 － － － － － －
株式等 1,643 1,643 65 1,709 2,222 88
上記以外 80,680 197,248 7,889 80,665 197,161 7,886
（うち重要な出資のエクスポージャー） － － － － － －
（うち他の金融機関等の対象資本
等調達手段のうち対象普通出資
等及びその他外部ＴＬＡＣ関連
調達手段に該当するもの以外の
ものに係るエクスポージャー）

－ － － － － －

（うち農林中央金庫の対象資本調
達手段に係るエクスポージャー） 76,722 191,806 7,672 76,722 191,806 7,672
（うち特定項目のうち調整項目
に算入されない部分に係るエク
スポージャー）

989 2,473 98 874 2,187 87

（うち総株主等の議決権の百分
の十を超える議決権を保有して
いる他の金融機関等に係るその
他外部 TLAC関連調達手段に関
するエクスポージャー）

－ － － － － －

（うち総株主等の議決権の百分
の十を超える議決権を保有して
いない他の金融機関等に係るそ
の他外部 TLAC関連調達手段に
係るエクスポージャー）

－ － － 199 299 11

（うち上記以外のエクスポージャー） 2,968 2,968 118 2,869 2,869 114
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令和６年度 令和７年度
エクスポージャーの

期末残高
リスク・アセット額

ａ
所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

エクスポージャーの
期末残高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

証券化 706 141 ５ 520 104 4
（うちＳＴＣ要件適用分） － － － － － －
（うち短期 STC要件適用分） － － － － － －
（うち不良債権証券化適用分） － － － － － －
（うち STC・不良債権証券化適
用対象外分） 706 141 ５ 520 104 4

再証券化 － － － － － －
リスク・ウェイトのみなし計算が
適用されるエクスポージャー 115,248 76,841 3,073 108,576 80,287 3,211
（うちルックスルー方式） 115,248 76,841 3,073 108,576 80,287 3,211
（うちマンデート方式） － － － － － －
（うち蓋然性方式 250%） － － － － － －
（うち蓋然性方式 400%） － － － － － －
（うちフォールバック方式） － － － － － －
他の金融機関等の対象資本調達手段
に係るエクスポージャーに係る経過
措置によりリスク・アセットの額に
算入されなかったものの額（△）

－ － － － － －

標準的手法を適用するエクスポージャー計 1,750,254 507,772 20,310 1,677,596 515,186 20,607
ＣＶＡリスク相当額÷８％（簡便法） － － － － － －
中央清算機関関連エクスポージャー － － － － － －

合計（信用リスク・アセットの額） 1,750,254 507,772 20,310 1,677,596 515,186 20,607

オペレーショナル・リスク
に対する所要自己資本の額
<標準的計測手法>

オペレーショナル・リスク相当額を
８％で除して得た額

ａ
所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

オペレーショナル・リスク相当額を
８％で除して得た額

ａ
所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

7,382 295 7,313 292

所要自己資本額
リスク・アセット等 (分母）計

ａ
所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

リスク・アセット等 (分母）計
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

515,155 20,606 522,500 20,900

オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本額の概要� （単位：百万円）

令和６年度 令和７年度
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額 7,382 7,313

オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額 295 292
ＢＩ 4,921 4,875
ＢＩＣ 590 585

（注）	 １．	「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの種類ごと
に記載しています。

	 ２．	「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的には貸出金
や有価証券等が該当します。

	 ３．	「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことをいいます。
	 　　①	金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則に規定する「破産更生債権およびこれらに準ずる債権」、「危

険債権」、「要管理債権」に該当すること。
	 　　②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと。
	 　　③３か月以上限度額を超過した当座貸越であること。
	 ４．	「証券化」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部ま

たは全部を第三者に移転する性質を有する取引のことです。
	 ５．	「上記以外」には、未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる

保証又はクレジット・デリバティブの免責額が含まれます。
	 ６．	オペレーショナル・リスク相当額は標準的計測手法により算出しており、算出に使用する ILMは告示第 250条第１項

第３号に基づき「１」を使用しております。
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２．信用リスクに関する事項

◆リスク管理の方針及び手続の概要
○ 信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフバランス資産を含む。）

の価値が減少ないし消失し金融機関が損失を被るリスクのことです。当会では信用リスクを、
収益発生を意図し能動的に取得するリスクのひとつとして位置づけ、理事会で定めた「信用
リスクマネジメント要領」等により適切に管理しています。

⑴信用リスク管理の概要
　信用リスク取引については業種分散・大口集中排除等に配慮することによってリスクをコ
ントロールしながらリスクに見合った適正な収益を確保するという基本戦略のもと、具体的
な管理方針、社債等の取得基準、与信限度額等をリスク管理委員会で協議のうえ理事会等に
おいて決定しています。
　また、月単位で開催するリスク管理委員会において格付別・業種別の与信状況、各種設定
シーリングに関する状況、信用リスク量等を確認するとともに問題があれば対処を審議する
などの十全なリスクマネジメントを行い、協議内容や与信状況等について四半期ごとに理事
会及び経営管理委員会に報告する体制をとっています。

⑵与信審査
　貸出与信審査については、フロントセクションから独立した審査担当部署を設置し連携・
牽制を図りながら審査を行っています。審査にあたっては与信先のキャッシュ・フローなど
により償還能力の評価を行うとともに、内部信用格付に基づく与信限度や担保評価基準など
の基準を設けて厳格な与信判定を行っています。また、個別の重要案件または大口案件につ
いては理事会において対応方針を決定しています。
　さらに、与信先の信用状況のモニタリングや内部信用格付の見直し審査、自己査定により
資産の健全性の維持 ･ 向上を図っています。

○ 当会における貸倒引当金の計上は、自己査定結果を踏まえ、「資産の償却・引当要領」に基づ
き適正な計上を行っています。

　 貸倒引当金は、債務者区分毎に、将来の損失額を合理的に見積り、毎期洗替方式により計上
しています。

⑴一般貸倒引当金
　正常先、その他要注意先、要管理先に対する債権については、主として今後 1 年間の予想
損失額又は今後 3 年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、1 年間又は 3
年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を
求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しています。
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⑵個別貸倒引当金
　破綻懸念先、実質破綻先及び破綻先に対する債権について、損失が見込まれるⅢ分類額に
対して個別に貸倒引当金を計上しています。
　なお、破綻懸念先については、キャッシュフローを見積もる方法により貸倒引当金を計上
します。

◆標準的手法に関する事項
　当会では、自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法に
より算出しています。また、信用リスク・アセットの算出におけるリスク・ウェイトの判定に
当たり使用する格付等は次のとおりです。

⑴ リスク・ウェイトの判定に当たり使用する格付けは、以下の適格格付機関による依頼格付け
のみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。

適�格�格�付�機�関
株式会社格付投資情報センター（R&I）
株式会社日本格付研究所（JCR）
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）
S&P グローバル・レーティング （S&P）
フィッチ・レーティングス・リミテッド（Fitch）

⑵ リスク・ウェイトの判定に当たり使用するエクスポージャーごとの適格格付機関の格付また
はカントリー・リスク・スコアは以下のとおりです。

エクスポージャー 適�格�格�付�機�関 カントリー・リスク・スコア
中央政府および中央銀行 日 本 貿 易 保 険
外国の中央政府等以外の公共部門向け
エクスポージャー 日 本 貿 易 保 険

国際開発銀行向けエクスポージャー R&I,JCR,Moody's,S&P,Fitch
金融機関向けエクスポージャー R&I,JCR,Moody's,S&P,Fitch
法人等向けエクスポージャー R&I,JCR,Moody's,S&P,Fitch

（注）「リスク・ウェイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出するための掛目のことです。
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（１）�信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別、残存期間別）および�
延滞エクスポージャーの期末残高� （単位：百万円）

令和６年度 令和７年度

信用リスクに関するエクスポージャーの�残高
延滞エク
スポージ
ャー

信用リスクに関するエクスポージャーの�残高
延滞エク
スポージ
ャー

うち
貸出金等

うち
債券

うち
店頭デリ
バティブ

うち
貸出金等

うち
債券

うち
店頭デリ
バティブ

国　内 1,631,580 381,658 381,857 － ２ 1,568,399 364,955 295,325 － ２
国　外 2,719 － 2,719 － － 100 － 100 － －

地域別残高計 1,634,299 381,658 384,577 － ２ 1,568,499 364,955 295,425 － ２
法   

人

農 業 312 312 － － ２ 309 309 － － ２
林 業 － － － － － － － － － －
水 産 業 － － － － － － － － － －
製 造 業 32,402 12,992 19,314 － － 27,217 12,310 14,809 － －
鉱 業 － － － － － － － － － －
建 設・ 不 動 産 業 9,365 5,945 3,402 － － 11,522 8,299 3,200 － －
電気・ガス・熱供
給・ 水 道 業 3,005 1,802 1,202 － － 3,404 2,201 1,202 － －

運 輸・ 通 信 業 7,694 3,948 3,706 － － 6,149 3,084 3,004 － －
金 融・ 保 険 業 1,215,159 340,396 15,102 － － 1,223,980 319,339 4,405 － －
卸 売・ 小 売・ 
飲食・サービス業 18,741 9,962 8,705 － － 16,285 9,296 6,905 － －

日 本 国 政 府・
地 方 公 共 団 体 338,824 5,681 333,142 － － 271,486 9,544 261,898 － －

上 記 以 外 1,400 － － － － 1,398 － － － －
個　人 615 615 － － ０ 569 569 － － －
その他 6,776 － － － － 6,176 － － － －

業種別残高計 1,634,299 381,658 384,577 － ２ 1,568,499 364,955 295,425 － ２
１年以下 1,159,830 330,659 43,721 － 1,152,061 304,786 21,236 －
１年超３年以下 36,301 8,585 27,716 － 38,708 18,507 20,200 －
３年超５年以下 44,662 24,783 19,879 － 29,380 18,369 11,011 －
５年超７年以下 9,561 3,890 5,671 － 13,668 6,202 7,466 －
７年超 10 年以下 24,651 7,208 17,442 － 25,279 12,875 12,404 －
10 年超 274,178 4,032 270,145 － 226,735 3,629 223,105 －
期限の定めのないもの 85,113 2,498 － － 82,664 584 － －

残存期間別残高計 1,634,299 381,658 384,577 － 1,568,499 364,955 295,425 －
（注）	 １．	信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計算が

適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バランス
取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

	 ２．	「うち貸出金等」には、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エクスポー
ジャーを含んでいます。なお、コミットメントとは、契約した期間・融資枠の範囲内で、お客さまのご請求に基づき、
金融機関が融資を実行することを約束する契約における融資可能残額のことです。

	 ３．	「店頭デリバティブ」とは、スワップ等の金融派生商品のうち相対で行われる取引をいいます。
	 ４．	「延滞エクスポージャー」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことをいいます。
	 　　①	金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則に規定する「破産更生債権およびこれらに準ずる債権」、「危

険債権」、「要管理債権」に該当すること。
	 　　②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと。
	 　　③３か月以上限度額を超過した当座貸越であること。
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（２）貸倒引当金の期末残高及び期中増減額

ａ　貸倒引当金の期末残高及び期中増減額	 （単位：百万円）

令和６年度 令和７年度
期首
残高

期　中
増加額

期中減少額 期末
残高

期首
残高

期　中
増加額

期中減少額 期末
残高目的使用 その他 目的使用 その他

一般貸倒引当金 859 871 － 859 871 871 863 － 871 863

個別貸倒引当金 － － － － － － － － － －

ｂ　業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額および貸出金償却の額	 （単位：百万円）

令和６年度 令和７年度
個別貸倒引当金

貸出金
償却

個別貸倒引当金
貸出金
償却期首

残高
期　中
増加額

期中減少額
期末
残高

期首
残高

期　中
増加額

期中減少額
期末
残高目的

使用 その他 目的
使用 その他

法
　
　
　人

農 業 － － － － － － － － － － － －

林 業 － － － － － － － － － － － －

水 産 業 － － － － － － － － － － － －

製 造 業 － － － － － － － － － － － －

鉱 業 － － － － － － － － － － － －

建設 ･ 不動産業 － － － － － － － － － － － －

電気 ･ガス ･熱供
給 ･ 水 道 業 － － － － － － － － － － － －

運 輸 ･ 通 信 業 － － － － － － － － － － － －

金 融 ･ 保 険 業 － － － － － － － － － － － －

卸 売 ･ 小 売 ･
飲食 ･サービス業 － － － － － － － － － － － －

上 記 以 外 － － － － － － － － － － － －

個 　 人 － － － － － － － － － － － －

業 種 別 計 － － － － － － － － － － － －
（注）	 １．一般貸倒引当金については業種別の算定を行っていないため、個別貸倒引当金のみ記載しています。
	 ２．当会では国外への貸出を行っていないため、地域別（国内・国外）の開示を省略しています。
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（３）信用リスク・アセット残高内訳表� （単位：百万円）

項　目

リスク ･
ウェイト
（%）

令和６年度 令和７年度

CCF・信用リスク削減
効果適用前 CCF・信用リスク削減効果適用後 リスク ･

ウェイトの
加重平均値
(%)

CCF・信用リスク削減
効果適用前 CCF・信用リスク削減効果適用後 リスク ･

ウェイトの
加重平均値
(%)

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

信用リスク ･
アセットの
額

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

信用リスク ･
アセットの
額

A B C D E
F

（=E/
(C+D)）

A B C D E
F

（=E/
(C+D)）

現金 0 2,818 - 2,818 - - 0 2,432 - 2,432 - - 0
我が国の中央政府及び中央銀行向け 0 301,491 - 301,491 - - 0 234,740 - 234,740 - - 0
外国の中央政府及び中央銀行向け 0～ 150 2,618 - 2,618 - - 0 - - - - - -
国際決済銀行等向け 0 - - - - - - - - - - - -
我が国の地方公共団体向け 0 34,714 - 34,714 - - 0 36,745 - 36,745 - - 0
外国の中央政府等以外の公共部門向け 20～ 150 - - - - - - - - - - - -
国際開発銀行向け 0～ 150 - - - - - - - - - - - -
地方公共団体金融機構向け 10～ 20 1,802 - 1,802 - 180 10 2,705 - 2,705 - 270 10
我が国の政府関係機関向け 10～ 20 1,200 - 1,200 - 120 10 1,200 - 1,200 - 120 10
地方三公社向け 20 - - - - - - - - - - - -
金融機関、第一種金融商品取引業
者及び保険会社向け 20～ 150 894,320 10,802 894,320 10,802 182,401 20 938,021 11,511 938,021 11,511 191,116 20

（うち第一種金融商品取引業者及
び保険会社向け） 20～ 150 75,059 8,303 75,059 8,303 17,348 21 73,198 10,926 73,198 10,926 17,824 21

カバード・ボンド向け 10～ 100 - - - - - - - - - - - -
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。） 20～ 150 111,309 183,867 111,309 183,867 43,661 15 90,939 160,539 90,939 160,539 38,209 15
（うち特定貸付債権向け） 20～ 150 - - - - - - - - - - - -
中堅中小企業等向け及び個人向け 45～ 100 6,097 367 5,950 351 5,318 84 6,414 330 6,207 330 5,520 84
（うちトランザクター向け） 45 - - - - - - - - - - - -
不動産関連向け 20～ 150 474 - 474 - 201 43 435 - 435 - 160 37
（うち自己居住用不動産等向け） 20～ 75 244 - 244 - 45 18 223 - 223 - 40 18
（うち賃貸用不動産向け） 30～ 150 229 - 229 - 156 68 212 - 212 - 120 57
（うち事業用不動産関連向け） 70～ 150 - - - - - - - - - - - -
（うちその他不動産関連向け） 60 - - - - - - - - - - - -
（うちＡＤＣ向け） 100～ 150 - - - - - - - - - - - -
劣後債権及びその他資本性証券等 150 - - - - - - - - - - - -
延滞等向け（自己居住用不動産等
向けを除く。） 50～ 150 - 2 - 2 4 150 - 2 - 2 3 150

自己居住用不動産等向けエクス
ポージャーに係る延滞 100 - - - - - - - - - - - -

取立未済手形 20 3 - 3 - 0 20 2 - 2 - 0 0
信用保証協会等による保証付 0～ 10 100 - 100 - 10 10 100 - 100 - 10 10
株式会社地域経済活性化支援機構
等による保証付 10 - - - - - - - - - - - -

株式等 250～ 400 1,643 - 1,643 - 1,643 100 1,709 - 1,709 - 2,222 130

上記以外 100～
1250 80,680 - 80,680 - 197,248 244 80,665 - 80,665 - 197,161 244

（うち重要な出資のエクスポー
ジャー） 1250 - - - - - - - - - - - -

（うち他の金融機関等の対象資本
等調達手段のうち対象普通出資
等及びその他外部ＴＬＡＣ関連
調達手段に該当するもの以外の
ものに係るエクスポージャー）

250～ 400 - - - - - - - - - - - -

（うち農林中央金庫の対象資本調
達手段に係るエクスポージャー） 250 76,722 - 76,722 - 191,806 250 76,722 - 76,722 - 191,806 250

（うち特定項目のうち調整項目に
算入されない部分に係るエクス
ポージャー）

250 989 - 989 - 2,473 250 874 - 874 - 2,187 250

（うち総株主等の議決権の百分の
十を超える議決権を保有してい
る他の金融機関等に係るその他
外部ＴＬＡＣ関連調達手段に関
するエクスポージャー）

250 - - - - - - - - - - - -

（うち総株主等の議決権の百分の
十を超える議決権を保有してい
ない他の金融機関等に係るその
他外部ＴＬＡＣ関連調達手段に
係るエクスポージャー）

150 - - - - - - 199 - 199 - 299 150

（うち右記以外のエクスポージャー） 100 2,968 - 2,968 - 2,968 100 2,869 - 2,869 - 2,869 100
証券化 - 706 - 706 - 141 20 520 - 520 - 104 20
（うちＳＴＣ要件適用分） - - - - - - - - - - - - -
（うち短期ＳＴＣ要件適用分） - - - - - - - - - - - - -
（うち不良債権証券化適用分） - - - - - - - - - - - - -
（うちＳＴＣ・不良債権証券化適用対象
外分） - 706 - 706 - 141 20 520 - 520 - 104 20

再証券化 - - - - - - - - - - - - -
リスク・ウェイトのみなし計算が
適用されるエクスポージャー - 115,248 - 115,248 - 76,841 67 108,576 - 108,576 - 80,287 74

未決済取引 - - -
他の金融機関等の対象資本調達手段
に係るエクスポージャーに係る経過
措置によりリスク・アセットの額に
算入されなかったものの額（△）

- - -

合計（信用リスク・アセットの額） - 507,772 515,186
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（４）�ポートフォリオの区分ごとのＣＣＦ適用後および信用リスク削減手法の効果を勘案した後
のエクスポージャーの額

令和６年度� （単位：百万円）
項　目 信用リスク・エクスポージャーの額（ＣＣＦ・信用リスク削減手法適用後 )

0% 20% 50% 100% 150% その他 合計
我が国の中央政府及び中央銀行向け 301,491 － － － － － 301,491
外国の中央政府及び中央銀行向け 2,618 － － － － － 2,618
国際決済銀行等向け － － － － － － －

0% 10% 20% 50% 100% 150% その他 合計
我が国の地方公共団体向け 34,714 － － － － － － 34,714
外国の中央政府等以外の公共部門向け － － － － － － － －
地方公共団体金融機構向け － 1,802 － － － － － 1,802
我が国の政府関係機関向け － 1,200 － － － － － 1,200
地方三公社向け － － － － － － － －

0% 20% 30% 50% 100% 150% その他 合計
国際開発銀行向け － － － － － － － －

20% 30% 40% 50% 75% 100% 150% その他 合計
金融機関、第一種金融商品取引業者及
び保険会社向け 890,957 13,865 － 100 － － － 200 905,123

（うち、第一種金融商品取引業者及び保
険会社向け） 76,805 6,456 － 100 － － － － 83,362

10% 15% 20% 25% 35% 50% 100% その他 合計
カバード・ボンド向け － － － － － － － － －

20% 50% 75% 80% 85% 100% 130% 150% その他 合計
法人等向け
（特定貸付債権向けを含む。） 46,012 60,513 3,276 － － 1,506 － － 183,867 295,177

（うち特定貸付債権向け） － － － － － － － － － －

100% 150% 250% 400% その他 合計
劣後債権及びその他資本性証券等 － － － － － －
株式等 － － 1,643 － － 1,643

45% 75% 100% その他 合計
中堅中小企業等向け及び個人向け － 59 94 6,147 6,301
（うちトランザクター向け） － － － － －

20% 25% 30% 31.25% 35% 37.50% 40% 50% 62.50% 70% 75% その他 合計
不動産関連向け
うち自己居住用不動産等向け 56 67 13 － － － － － － － 1 105 244

30% 35% 43.75% 45% 56.25% 60% 75% 93.75% 105% 150% その他 合計
不動産関連向け
うち賃貸用不動産向け 35 － － － － － 194 － － － － 229

70% 90% 110% 112.50% 150% その他 合計
不動産関連向け
うち事業用不動産関連向け － － － － － － －

60% その他 合計
不動産関連向け
うちその他不動産関連向け － － －

100% 150% その他 合計
不動産関連向け
うちＡＤＣ向け － － － －

50% 100% 150% その他 合計
延滞等向け（自己居住用不動産等向け
を除く。） － － 2 － 2

自己居住用不動産等向けエクスポー
ジャーに係る延滞 － － － － －

0% 10% 20% 100% その他 合計
現金 2,818 － － － － 2,818
取立未済手形 － － 3 － － 3
信用保証協会等による保証付 － 100 － － － 100
株式会社地域経済活性化支援機構等に
よる保証付 － － － － － －
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令和７年度� （単位：百万円）
項　目 信用リスク・エクスポージャーの額（ＣＣＦ・信用リスク削減手法適用後 )

0% 20% 50% 100% 150% その他 合計
我が国の中央政府及び中央銀行向け 234,740 － － － － － 234,740
外国の中央政府及び中央銀行向け － － － － － － －
国際決済銀行等向け － － － － － － －

0% 10% 20% 50% 100% 150% その他 合計
我が国の地方公共団体向け 36,745 － － － － － － 36,745
外国の中央政府等以外の公共部門向け － － － － － － － －
地方公共団体金融機構向け － 2,705 － － － － － 2,705
我が国の政府関係機関向け － 1,200 － － － － 0 1,200
地方三公社向け － － － － － － － －

0% 20% 30% 50% 100% 150% その他 合計
国際開発銀行向け － － － － － － － －

20% 30% 40% 50% 75% 100% 150% その他 合計
金融機関、第一種金融商品取引業者及
び保険会社向け 937,635 11,796 － 100 － － － 0 949,533

（うち、第一種金融商品取引業者及び保
険会社向け） 74,332 9,691 － 100 － － － － 84,124

10% 15% 20% 25% 35% 50% 100% その他 合計
カバード・ボンド向け － － － － － － － － －

20% 50% 75% 80% 85% 100% 130% 150% その他 合計
法人等向け
（特定貸付債権向けを含む。） 30,205 55,252 3,763 － － 1,717 － － 160,539 251,479

（うち特定貸付債権向け） － － － － － － － － － －

100% 150% 250% 400% その他 合計
劣後債権及びその他資本性証券等 － － － － － －
株式等 － － 1,709 － － 1,709

45% 75% 100% その他 合計
中堅中小企業等向け及び個人向け － 70 90 6,377 6,538
（うちトランザクター向け） － － － － －

20% 25% 30% 31.25% 35% 37.50% 40% 50% 62.50% 70% 75% その他 合計
不動産関連向け
うち自己居住用不動産等向け 50 72 － － － － － － － － 1 98 223

30% 35% 43.75% 45% 56.25% 60% 75% 93.75% 105% 150% その他 合計
不動産関連向け
うち賃貸用不動産向け 24 － － － － 188 － － － － － 212

70% 90% 110% 112.50% 150% その他 合計
不動産関連向け
うち事業用不動産関連向け － － － － － － －

60% その他 合計
不動産関連向け
うちその他不動産関連向け － － －

100% 150% その他 合計
不動産関連向け
うちＡＤＣ向け － － － －

50% 100% 150% その他 合計
延滞等向け（自己居住用不動産等向け
を除く。） － － 2 － 2

自己居住用不動産等向けエクスポー
ジャーに係る延滞 － － － － －

0% 10% 20% 100% その他 合計
現金 2,432 － － － － 2,432
取立未済手形 － － 2 － － 2
信用保証協会等による保証付 － 100 － － － 100
株式会社地域経済活性化支援機構等に
よる保証付 － － － － － －
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（５）資産（オフ・バランス取引等含む）残高等リスク・ウェイト区分内訳表� （単位：百万円、％）

リスク・ウェイト
区分

令和６年度 令和７年度

CCF・信用リスク削減効果
適用前エクスポージャー CCFの加重

平均値
(%)

資産の額および
与信相当額の合
計額（CCF・信
用リスク削減効
果適用後）

CCF・信用リスク削減効果
適用前エクスポージャー CCFの加重

平均値
(%)

資産の額および
与信相当額の合
計額（CCF・信
用リスク削減効
果適用後）

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

40％未満 1,285,366 194,670 100 1,479,986 1,246,429 172,051 100 1,418,398

40％～ 70％ 60,613 - - 60,613 55,540 - - 55,540

75％ 3,473 57 100 3,531 3,765 69 100 3,834

80％ - - - - - - - -

85％ 5,951 214 93 6,055 6,245 170 100 6,293

90％～ 100％ 1,506 94 100 1,601 1,717 90 100 1,808

105％～ 130％ - - - - - - - -

150％ - 2 100 2 - 2 100 2

250％ 1,643 - - 1,643 1,709 - - 1,709

400％ - - - - - - - -

1250％ - - - - - - - -

その他 40 0 100 37 40 0 100 37

合　計 1,358,595 195,039 100 1,553,471 1,315,448 172,384 100 1,487,625
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３．信用リスク削減手法に関する事項

◆信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
○信用リスク削減手法
　「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出
において、エクスポージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場
合に、エクスポージャーのリスク・ウェイトに代え、担保や保証人に対するリスク・ウェイ
トを適用するなど信用リスク・アセット額を軽減する方法です。
　当会では、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にて定めています。
　信用リスク削減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自会貯金の相殺」
を適用しています。

⑴適格金融資産担保付取引
　適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部または一部が、取引
相手または取引相手のために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている取
引をいいます。
　当会では、適格金融資産担保取引について信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。
⑵保証
　保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウェイトが適用される中央政府
等、我が国の地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、外国の中央政
府以外の公共部門、国際開発銀行、及び金融機関または第一種金融商品取引業者、これら以
外の主体で長期格付を付与しているものを適格保証人とし、エクスポージャーのうち適格保
証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・ウェイトに代えて、保証人の
リスク ･ウェイトを適用しています。
⑶貸出金と自会貯金の相殺
　貸出金と自会貯金の相殺については、①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定その他
これらに類する事由にかかわらず、貸出金と自会貯金の相殺が法的に有効であることを示す
十分な根拠を有していること、②同一の取引相手との間で相殺契約下にある貸出金と自会貯
金をいずれの時点においても特定することができること、③自会貯金が継続されないリスク
が、監視及び管理されていること、④貸出金と自会貯金の相殺後の額が、監視及び管理され
ていること、の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸出金と自会貯金の相殺後の
額を信用リスク削減手法適用後のエクスポージャー額としています。

○担保に関する評価及び管理方法
　担保に関する評価及び管理方法は、当会が定める一定のルールのもと定期的に担保確認及
び評価の見直しを行っています。
　なお、主要な担保の種類は自会貯金です。
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信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額� （単位：百万円、％）
令和６年度 令和７年度

適格金融
資産担保 保　証 クレジット・

デリバティブ
適格金融
資産担保 保　証 クレジット・

デリバティブ
地方公共団体金融機構向け  －  －  －  －  －  － 
我が国の政府関係機関向け  －  －  －  －  －  － 
地方三公社向け  －  －  －  －  －  － 
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け 200  －  －  －  －  － 
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。） 183,221  －  － 160,536  －  － 
中堅中小企業等向け及び個人向け              54  －  －              51  －  － 
自己居住用不動産等向け  － 94  －  － 88  － 
賃貸用不動産向け  －  －  －  －  －  － 
事業用不動産関連向け  －  －  －  －  －  － 
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）  －  －  －  －  －  － 
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞  －  －  －  －  －  － 
証券化  －  －  －  －  －  － 
中央清算機関関連  －  －  －  －  －  － 
上記以外  －  －  －  －  －  － 

合　　　計 183,475 94  － 160,587 88  － 

( 注 )	 １．	「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産 (オフ・バランスを含む )のことをいい、具体的には貸出
金や有価証券等が該当します。

	 ２．	「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことをいいます。
	 　　①	金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則に規定する「破産更生債権およびこれらに準ずる債権」、

「危険債権」、「要管理債権」に該当すること。
	 　　②	重大な経済的損失を伴う売却を行うこと。
	 　　③	３か月以上限度額を超過した当座貸越であること。
	 ３．	「証券化」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部

または全部を第三者に移転する性質を有する取引のことです。
	 ４．	「上記以外」には、現金・外国の中央政府および中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共

部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）等が含まれます。
	 ５．	「クレジット・デリバティブ」とは、第三者（参照組織）の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者（プロテクショ

ンの買い手）と信用リスクを取得したい者（プロテクションの売り手）との間で契約を結び、参照組織に信用事由
（延滞・破産など）が発生した場合にプロテクションの買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領する取引を
いいます。
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４．派生商品取引及び長期決済期間取引のリスクに関する事項

◆�派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び�
手続の概要
　「派生商品取引」とは、その価格（現在価値）が他の証券・商品（原資産）の価格に依存して
決定される金融商品（先物、オプション、スワップ等）にかかる取引です。
　「長期決済期間取引」とは、有価証券等の受渡し又は決済を行う取引であって、約定日から受
渡日（決済日）までの期間が５営業日又は市場慣行による期間を超えることが約定され、反対
取引に先立って取引相手に対して有価証券等の引渡し又は資金の支払いを行う取引です。
　当会では、派生商品取引についての取引限度額を理事会において定め取引管理を行っていま
す。
　なお、長期決済期間取引については取引対象としておりません。

（１）派生商品取引及び長期決済期間取引の内訳

該当する取引はありません。

（２）与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブ

該当する取引はありません。

（３）信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット･デリバティブ

該当する取引はありません。
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５．証券化エクスポージャーに関する事項

◆リスク管理の方針及びリスク特性の概要
　「証券化エクスポージャー」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上の
エクスポージャーに階層化し、その一部又は全部を第三者に移転する性質を有する取引に係る
エクスポージャーのことです。「再証券化エクスポージャー」とは、原資産の一部又は全部が証
券化エクスポージャーである取引に係るエクスポージャーのことです。
　当会は証券化案件を投資商品として位置づけ、「証券化案件に係る管理要領」に基づき、証券
化案件にかかる市場環境の調査や、裏付資産及び構造上の特性の分析を行なったうえで、安全性・
流動性を考慮し投資を行っています。

◆体制の整備及びその運用状況の概要
　個別案件への投資については、リスク管理委員会で決定する「投資方針」に基づき、ミドル
部門の二次審査を経たうえで、所定の権限者により決定することとしています。
　また、投資後も全投資案件についてモニタリングを行い、定期的にリスク管理委員会に報告
しています。

◆信用リスク・アセットの額算出方法の名称
　証券化エクスポージャーにかかる信用リスク・アセットの額の算出については、外部格付準
拠方式、標準的手法準拠方式を採用しており、いずれにも該当しない場合は 1250％のリスク・
ウェイトを適用しています。

◆証券化取引に関する会計方針
　証券化取引については、「金融商品に係る会計基準」及び「金融商品会計に関する実務指針」
に基づき会計処理を行っています。

◆証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関の名称
　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイト判定に当たり使用する格付けは、以下の適格格
付機関による所定の要件を満たした依頼格付けのみ使用し、非依頼格付は使用しないこととし
ています。

適�格�格�付�機�関
株式会社格付投資情報センター（R&I）
株式会社日本格付研究所（JCR）
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）
S&P グローバル・レーティング （S&P）
フィッチ・レーティングス・リミテッド（Fitch）

◆内部評価方式の概要
　当会は内部格付手法を採用していないため該当しません。
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（１）�当会がオリジネーターである場合における信用リスク・アセットの算出対象と
なる証券化エクスポージャーに関する事項

　該当する取引はありません。

（２）�当会が投資家である場合における信用リスク・アセットの算出対象となる証券
化エクスポージャーに関する事項

ａ　保有する証券化エクスポージャーの額� （単位：百万円）

令和６年度 令和７年度
証 券 化 エ ク
スポージャー

再証券化エク
スポージャー

証 券 化 エ ク
スポージャー

再証券化エク
スポージャー

オン ･ バランス

ク レ ジ ッ ト カ ー ド 与 信  －  －  －  － 

住 宅 ロ ー ン  －  －  －  － 

自 動 車 ロ ー ン        706  －        520  － 

そ の 他  －  －  －  － 

合 　 　 　 計        706  －        520  － 

オフ ･ バランス

ク レ ジ ッ ト カ ー ド 与 信  －  －  －  － 

住 宅 ロ ー ン  －  －  －  － 

自 動 車 ロ ー ン  －  －  －  － 

そ の 他  －  －  －  － 

合 　 　 　 計  －  －  －  － 

（注）	証券化エクスポージャーは再証券化エクスポージャーを除いて記載し、証券化エクスポージャーと再証券化エクスポージャー
を区別して記載しています。
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ｂ　リスク・ウェイト区分ごとの残高および所要自己資本の額
令和６年度 （単位：百万円）

証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー

リスク ･ウェイト区分 残　高 所要自己資本額 リスク ･ウェイト区分 残　高 所要自己資本額

オ
ン
･
バ
ラ
ン
ス

0％～ 15％未満  －  － 0％～ 100％未満  －  － 
15％～ 50％未満        706          5 100％～ 250％未満  －  － 
50％～ 100％未満  －  － 250％～ 400％未満  －  － 
100％～ 250％未満  －  － 400％～ 1,250％未満  －  － 
250％～ 400％未満  －  － 1,250％  －  － 

400％～ 1,250％未満  －  － 
1,250％  －  － 
合　　計        706          5 合　　計  －  － 

オ
フ
･
バ
ラ
ン
ス

0％～ 15％未満  －  － 0％～ 100％未満  －  － 
15％～ 50％未満  －  － 100％～ 250％未満  －  － 
50％～ 100％未満  －  － 250％～ 400％未満  －  － 
100％～ 250％未満  －  － 400％～ 1,250％未満  －  － 
250％～ 400％未満  －  － 1,250％  －  － 

400％～ 1,250％未満  －  － 
1,250％  －  － 
合　　計  －  － 合　　計  －  － 

令和７年度 （単位：百万円）

証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー

リスク ･ウェイト区分 残　高 所要自己資本額 リスク ･ウェイト区分 残　高 所要自己資本額

オ
ン
･
バ
ラ
ン
ス

0％～ 15％未満  －  － 0％～ 100％未満  －  － 
15％～ 50％未満  520  4 100％～ 250％未満  －  － 
50％～ 100％未満  －  － 250％～ 400％未満  －  － 
100％～ 250％未満  －  － 400％～ 1,250％未満  －  － 
250％～ 400％未満  －  － 1,250％  －  － 

400％～ 1,250％未満  －  － 
1,250％  －  － 
合　　計  520  4 合　　計  －  － 

オ
フ
･
バ
ラ
ン
ス

0％～ 15％未満  －  － 0％～ 100％未満  －  － 
15％～ 50％未満  －  － 100％～ 250％未満  －  － 
50％～ 100％未満  －  － 250％～ 400％未満  －  － 
100％～ 250％未満  －  － 400％～ 1,250％未満  －  － 
250％～ 400％未満  －  － 1,250％  －  － 

400％～ 1,250％未満  －  － 
1,250％  －  － 
合　　計  －  － 合　　計  －  － 

（注）	証券化エクスポージャーは再証券化エクスポージャーを除いて記載し、証券化エクスポージャーと再証券化エクスポージャー
を区別して記載しています。

	 ｃ　自己資本比率告示第 224 条並びに第 224 条の 4 第 1 項第 1 号及び第 2 号の規定によりリスク・ウェイト
 　　1250％を適用した証券化エクスポージャーの額
	 	 該当する取引はありません。
	 ｄ　保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無
	 	 信用リスク削減手法の有無 無
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６．ＣＶＡリスクに関する事項

◆該当する取引はありません。

７．マーケット・リスクに関する事項

◆リスク管理の方針及び手続等の概要
　「マーケット・リスク」とは、金利、為替、株価等の様々な市場のリスク・ファクターの変動
により、資産・負債及びオフ・バランス取引の価値が変動し、損失を被るリスク、資産・負債
から生み出される収益が変動し、損失を被るリスクのことです。当会では、以下の内容によりマー
ケット・リスクを管理しております。

◆当会は、自己資本比率算出上、マーケット・リスク相当額に係る額を不算入としております。

102



経営資料　 Ⅴ　自己資本の充実の状況（単体） SHIGA SHINREN
DISCLOSURE 2026

８．オペレーショナル・リスクに関する事項

◆リスク管理の方針及び手続の概要
　当会では、金融業務を行う上でさらされているリスクのうち、収益発生を意図して能動的に
取得するリスク（信用リスク、市場リスク、流動性リスク）以外の受動的に発生する各種リス
クをオペレーショナル・リスクとし、理事会で定めた「オペレーショナルリスクマネジメント
要領」により管理しています。
　具体的には、オペレーショナル・リスクを次の２分類に大別し管理しています。

⑴リスクの発生そのものが統制活動の対象となるもの
　業務戦略、組織体制やコンピュータシステム等の統制機能、経営方針や手続きの遵守、及
び管理ミスや詐欺に関して発生するリスクで事務リスク、システムリスク等があります。当
会では、これらのリスク対策として以下のようなマネジメントを行っています。
・各種規程・手続き等の遵守による適正な事務処理の実施
・ 不適正な事務処理のチェック、事故・不正等の未然防止を目的とした自主検査の毎月実施

及び内部監査部署による定期的な内部監査の実施
・ システム委託先等と連携、並びにコンティンジェンシープラン等に基づいた安全かつ安定

したシステム管理の実施

⑵リスク発生後の対応が統制活動の対象となるもの
　外生的な事象から発生するリスクで風評リスク等があります。
　これらのリスクが顕在化した場合についても、迅速・適確に対応等を行い当会が被る被害
が最小限となるよう体制整備に努めています。

◆ BI の算出方法
　BI（事業規模指標）の額は、ILDC（金利要素）、SC（役務要素）及び FC（金融商品要素）を
合計して算出しています。なお、ILDC、SC 及び FC の額は告示第 249 条に定められた方法に
基づき算出しております。

◆ ILMの算出方法
　ILM（内部損失乗数）は、告示第 250 条第１項第３号に基づき、「１」を使用しております。

◆オペレーション・リスク相当額の算出に当たって、BI の算出から除外した事業部門の有無
　該当ありません。

◆�オペレーション・リスク相当額の算出に当たって、ILMの算出から除外した特殊損失の有無（特
殊損失を除外した場合には、その理由を含む）
　該当ありません。
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９．出資等または株式等エクスポージャーに関する事項

◆出資等または株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要
　当会で保有する出資等または株式等エクスポージャーは、貸借対照表上のその他有価証券と
して区分される株式及び、外部出資勘定の株式又は出資として計上されているものです。

⑴その他有価証券として区分される株式
　その他有価証券として区分される株式については中長期的な運用目的で保有するものであ
り、他の有価証券と同様、適切な市場リスクの把握およびコントロールに努めるなど、市場
リスク管理の枠組みの中で適切にリスク管理を行っています。

⑵外部出資勘定の株式又は出資
　当会の業務と関連を有している法人若しくは団体について取得しており、取引先の財務状
況について年度毎に確認を行っています。

（１）出資等または株式等エクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価� （単位：百万円）

令和６年度 令和７年度
貸借対照表
計上額 時価評価額 貸借対照表

計上額 時価評価額

上 場 311 311 402 402
非 上 場 75,644 75,644 75,643 75,643
合 計 75,956 75,956 76,045 76,045

（注）「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。

（２）出資等または株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益� （単位：百万円）

令和６年度 令和７年度
売却益 売却損 償却額 売却益 売却損 償却額
32 － － 38 － －

（３）�貸借対照表で認識され損益計算書で認識されない評価損益の額（保有目的区分をその他有価証券と
している株式・出資の評価損益等）� （単位：百万円）

令和６年度 令和７年度
評価益 評価損 評価益 評価損
128 ７ 155 10

（４）貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社・関連会社株式の評価損益等）
� （単位：百万円）

令和６年度 令和７年度
評価益 評価損 評価益 評価損
－ － － －
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10．リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項� （単位：百万円）

令和６年度 令和７年度
ルックスルー方式を適用するエクスポージャー 115,248 108,576
マンデート方式を適用するエクスポージャー － －
蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー － －
蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー － －
フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー － －

11．金利リスクに関する事項

◆リスク管理の方針及び手続の概要
　金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、資産・負債（オフ・
バランスを含む）の価値が変動し損失を被るリスク、資産・負債から生み出される収益が変動
し損失を被るリスクのことを市場リスクといいますが、主な市場リスクのひとつである金利リ
スクは、金利の変動に伴い損失を被るリスクで資産（貸出金、有価証券等）と負債（貯金等）
の金利改定又は期間のミスマッチが存在している中で金利が変動することにより、利益が低下
ないし損失を被るリスクです。
　当会は、次のような市場リスクマネジメント手法等を通じて適正なリスク管理に努めていま
す。

⑴リスク管理および計測の対象とする金利リスクの考え方および範囲に関する説明
　当会では、金利リスクを重要なリスクの一つとして認識し、適切な管理体制のもとで他の
市場リスクと一体的に管理をしています。金利リスクのうち銀行勘定の金利リスク（ＩＲＲ
ＢＢ）については、個別の管理指標の設定やモニタリング体制の整備などにより厳正な管理
に努めています。

⑵リスク管理およびリスクの削減の方針に関する説明
　当会は、収支シミュレーションをベースとした資金収支レベルおよび金利変動等による資
金収支変化の把握を行うとともに、リスク管理委員会のもと、自己資本に対するＩＲＲＢＢ
の比率の管理などを行いリスクが過大とならないよう努めています。

⑶金利リスク計測の頻度
　毎月末を基準として月次でＶａＲ法により計測しています。また、四半期末を基準日とし
て、四半期ごとにＩＲＲＢＢを計測しています。
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◆金利リスクの算定手法の概要
　金利リスク量の算定にあたっては、分散共分散法によるＶａＲ（信頼区間 99.0％、保有期間
１ヶ月）による計測を毎月行っています。
　また、経済価値ベースの金利リスク量（⊿ＥＶＥ）については、金利感応ポジションにかか
る基準日時点のイールドカーブに基づき計算されたネット現在価値と、標準的な金利ショック
を与えたイールドカーブに基づき計算されたネット現在価値の差により算出しており、金利
ショックの幅は、上方パラレルシフト、下方パラレルシフト、スティープ化の３シナリオによ
る金利ショック（通貨ごとに異なるショック幅）を適用しています。

⑴流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期
　流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期は約 0.003 年となっています。

⑵流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期
　流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期は５年です。

⑶流動性貯金への満期の割り当て方法（コア貯金モデル等）およびその前提
　流動性貯金への満期の割り当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用して
います。

⑷固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約に関する前提
　固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約については考慮していません。

⑸複数の通貨の集計方法およびその前提
　通貨別に算出した金利リスクの正値を合算しています。通貨間の相関等は考慮していません。

⑹スプレッドに関する前提（計算にあたって割引金利やキャッシュ・フローに含めるかどうか）
　一定の前提を置いたスプレッドを考慮してキャッシュ・フローを展開しています。なお、
当該スプレッドは金利変動ショックの設定上は不変としています。

⑺内部モデルの使用等、⊿ＥＶＥおよび⊿ＮＩＩに重要な影響を及ぼすその他の前提
　内部モデルは使用していません。

⑻前事業年度末の開示からの変動に関する説明
　⊿ＥＶＥの前事業年度末からの変動要因は、主にデュレーションの短期化、、金利感応度
の低下、超長期債の一部売却によるものです。また、現金担保レポ取引を⊿ＥＶＥおよび⊿
ＮＩＩの計測対象として追加しました。
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⑼計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
　該当ありません。

◆�⊿ＥＶＥおよび⊿ＮＩＩ以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リスクに関す
る事項
⑴金利ショックに関する説明

　リスク資本配賦管理としてＶａＲで計測する市場リスク量を算定しています。

⑵ 金利リスク計測の前提およびその意味（特に、農協法自己資本開示告示に基づく定量的開示
の対象となる⊿ＥＶＥおよび⊿ＮＩＩと大きく異なる点）
　特段ありません。

金利リスクに関する事項� （単位：百万円）

IRRBB １：金利リスク

項
番

イ ロ ハ 二
⊿ＥＶＥ ⊿ＮＩＩ

前期末 当期末 前期末 当期末
１ 上方パラレルシフト 38,528 27,667 1,531 2,843
２ 下方パラレルシフト ０ ０ ０ ０
３ スティープ化 32,358 23,113
４ フラット化
５ 短期金利上昇
６ 短期金利低下
７ 最大値 38,528 27,667 1,531 2,843

ホ ヘ
前期末 当期末

８ 自己資本の額 79,280 79,933
（注）	 １．	「⊿ＥＶＥ」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する経済的価値の減少額として計測されるものをいいます。
	 ２．	「⊿ＮＩＩ」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する算出基準日から 12か月を経過する日までの間の金利

収益の減少額として計測されるものをいいます。
	 ３．	「上方パラレルシフト」とは、通貨および将来の期間ごとに、当該通貨および当該将来の期間に応じた算出基準日時

点のリスクフリー・レートに、別に定めるパラレルシフトに関する金利変動幅を加える金利ショックをいいます。
	 ４．	「下方パラレルシフト」とは、通貨および将来の期間ごとに、当該通貨および当該将来の期間に応じた算出基準日時

点のリスクフリー・レートに、別に定めるパラレルシフトに関する金利変動幅にマイナス１を乗じて得た数値を加
える金利ショックをいいます。

	 ５．	「スティープ化」とは、通貨および将来の期間ごとに、当該通貨および当該将来の期間に応じた算出基準日時点のリ
スクフリー・レートに、別に定める算式を用いて得た金利変動幅を加える金利ショックをいいます。

	 ６．	「フラット化」とは、通貨および将来の期間ごとに、当該通貨および当該将来の期間に応じた算出基準日時点のリス
クフリー・レートに、別に定める算式を用いて得た金利変動幅を加える金利ショックをいいます。

	 ７．	「短期金利上昇」とは、通貨および将来の期間ごとに、当該通貨および当該将来の期間に応じた算出基準日時点のリ
スクフリー・レートに、別に定める算式を用いて得た金利変動幅を加える金利ショックをいいます。

	 ８．	「短期金利低下」とは、通貨および将来の期間ごとに、当該通貨および当該将来の期間に応じた算出基準日時点のリ
スクフリー・レートに、短期金利上昇に関する金利変動幅にマイナス１を乗じて得た数値を加える金利ショックを
いいます。
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